
中小企業調査

『大同生命サーベイ』
月次レポート

－ 平成３０年１０月度調査 －
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【調査概要・回答企業に関するデータ】

➢調査期間 ： 平成30年10月1日（月）～10月31日（水）

➢調査対象 ： 全国の企業経営者（うち約7割が当社ご契約企業）

➢調査方法 ： 当社営業職員が訪問により調査

➢回答企業数 ： 4,345社

➢調査内容 ： １．景況感 ２．中小企業の人材確保と働き方改革

全業種 製造業 建設業 卸・小売業 サービス業 その他 無回答

合計 4,345 885 980 959 1,287 136 98

北海道 155 24 35 32 50 7 7

東北 289 46 82 57 75 15 14

北関東※ 288 53 75 62 87 3 8

南関東※ 880 182 141 201 296 26 34

北陸・甲信越 299 79 73 52 79 11 5

東海 336 102 79 66 69 10 10

関西※ 712 168 124 185 206 21 8

中国 589 102 162 117 187 16 5

四国 176 41 42 38 42 12 1

九州・沖縄 621 88 167 149 196 15 6

従業員規模 企業数 （占率）

5人以下 1,655 （38.1）

6～10人 871 （20.0）

11～20人 784 （18.0）

21人以上 931 （21.4）

無回答 104 （2.4）

創業年数 企業数 （占率）

10年未満 429 （9.9）

10～30年未満 1,114 （25.6）

30～50年未満 1,329 （30.6）

50～100年未満 1,182 （27.2）

100年以上 149 （3.4）

無回答 142 （3.3）

年齢 企業数 （占率）

40歳未満 218 （5.0）

40歳代 907 （20.9）

50歳代 1,191 （27.4）

60歳代 1,265 （29.1）

70歳以上 650 （15.0）

無回答 114 （2.6）

※当資料で表示する回答率（％）等は、小数点第１位（回答企業の属性の占率および
景況感は小数点第２位）を四捨五入した値を使用しています。

※特に記載がない場合、「無回答」を除いた集計をしています。
※本調査は、当社ご契約企業を中心に実施しており、各調査結果に若干の偏りが生じ
る場合があります。

－ ご利用にあたって －

・本資料は、「大同生命サーベイ」の調査結果の開示を目的としており、当社の統一的な見解を示すものではありません。
・本資料は著作物であり、著作権法に基づき保護されています。引用する際は、「出所：大同生命サーベイ（発行時期）」と明記ください。
・本資料に基づくお客さまの決定、行為、およびその結果について、当社は一切の責任を負いません。

・本資料は、生命保険契約の募集を目的としたものではありません。

＜回答企業の属性＞

地域
業種
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性別 企業数 （占率）

男性 3,941 （90.7）

女性 300 （6.9）

無回答 104 （2.4）

※北関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県
※南関東：千葉県、東京都、神奈川県
※関西 ：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
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１．景況感

・「業況ＤＩ（自社の現在の業況）」は前月比＋0.5pt と改善し、▲1.0ptとなりました。

・「将来ＤＩ（自社の1年後の業況）」は前月比▲0.8ptと悪化し、5.9ptとなりました。

（１）現在の業況と将来の見通しの推移

※複数回答（3つまで）
（％）

（２）景況感に影響を与えた要因

・「改善した」と回答された企業では、「国内景気の変動（好転）」が４３％と最も多く、前年同月比＋1ptと上昇しました。

・一方、「悪化した」企業では、「仕入・原材料価格の変動（高騰）」が４２％と最も多く、前年同月比▲7ptと悪化しました。

【改
善
し
た
】

【悪
化
し
た
】

＜１０月度調査のポイント＞

１．景況感

・「業況ＤＩ（自社の現在の業況）」は前月比＋0.5ptと改善し、▲1.0ptとなりました。「将来ＤＩ」
は前月比▲0.8pt と悪化し、5.9ptとなりました。

２．個別テーマ：中小企業の人材確保と働き方改革

・少子高齢化の進行や有効求人倍率の高止まりが継続するなか、中小企業の「人材確保」などを調査
しました。

➔中小企業では「従業員の不足感」が昨年以上に高まっており、「運輸」「建設」「情報通信」の
順で多くなっています。そのうち、「採用活動を行うが応募者が集まらない」と回答した企業は
約５割、業種別では「医療・福祉」「宿泊・飲食」「運輸」の順で多くなりました。また、それ
らの業種では「高齢者」「女性」の活用が多く、特に「宿泊・飲食」では「外国人労働者」を積
極的に活用している状況がうかがえます。

将来ＤＩ（1年後の業況）

業況ＤＩ（現在の業況）

（pt）

5.9

▲1.0
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・「業況ＤＩ」は、 ｢北海道」など６地域で改善、「九州・沖縄」など４地域で悪化しました。「北海道」「関西」ではプラスに、
「九州・沖縄」ではマイナスに転じました。

・「地域内業況ＤＩ（※）」は、全国平均で前月比＋0.9pt と改善し、▲9.8ptとなりました。地域別では、「北海道」など７地
域が改善しました。特に「東海」は、調査開始以来初のプラスに転じました。

（５）地域別の動向

（pt）

5月 6月 7月 8月 9月 10月

業況ＤＩ 0.9 ▲0.8 ▲0.4 ▲ 1.1 ▲ 1.5 ▲ 1.0

地域内業況ＤＩ ▲10.6 ▲12.0 ▲10.5 ▲ 10.8 ▲ 10.7 ▲ 9.8

＜全国平均（直近6ヵ月）＞

（※）回答企業の本社が属する地域内全体の景況感を数値化したもの。
地域別の回答企業数には格差があることから、これを補完するため、
「業況DI」（自社の業況）とあわせて表示しています。

（pt）
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・「業況DI」を業種別にみると、全業種で改善もしくは横ば
いとなりました。特に「建設業」は、10.2pt（前月比＋0.8pt）

と、調査開始（H27.10）以来の最高値となりました。

（３）業種別の動向

・「業況DI」を従業員規模別にみると、「21人以上」で前
月比＋1.3pt と改善し、10.9ptとなりました。

（４）従業員規模別の動向

（pt）

※北関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県
※南関東：千葉県、東京都、神奈川県
※関西 ：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
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47

56

北海道

（n=146）

東北

（n=216）

北関東

（n=276）

南関東

（n=745）

北陸・甲信越

（n=280）

東海

（n=317）

関西

（n=663）

中国

（n=560）

四国

（n=163）

九州・沖縄

（n=554）
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２．個別テーマ（中小企業の人材確保と働き方改革）

Ｑ１：現在の従業員数の過不足についてお答えください。

・「不足」が４５％となり、前年同月比＋5ｐｔと増加しました。

・業種別でみると、 「運輸業」 「建設業」で「不足」が６３％と最も多く、次いで「情報通信業」が５９％となっています。

・地域別でみると、「北陸・甲信越」で「不足」が５５％と最も多く、次いで「四国」「中国」となっています。

少子高齢化の進行や有効求人倍率の高止まりが継続するなか、中小企業の「人材確保」や「多様で柔軟な働き方
の実現」が課題となっています。

＜全体＞

45

40

54

56

2

4

H30.10

（n=3,920）

H29.10

（n=3,848）

不足 充足 過多
（％）

＜地域別＞

63

63

59

51

43

42

41

33

38

36

36

39

49

55

57

57

66

60

運輸業

（n=136）

建設業

（n=899）

情報通信業

（n=79）

農林漁業

（n=45）

医療・福祉

（n=86）

宿泊・飲食業

（n=79）

製造業

（n=814）

卸・小売業

（n=870）

その他

（n=862）

＜業種別＞

4

（％）（％）

※北関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県
※南関東：千葉県、東京都、神奈川県
※関西 ：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
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49 16 4 28 3（n=1,706）

採用活動行うが

応募者が集まらない

応募者の資質が

水準に達していない

応募者と処遇の

条件が合わない

人手が欲しいが

採用活動行っていない

その他

（％）

Ｑ２：「人手不足の解消」や「多様な人材の活用」に向けた「採用の活動状況」についてお答えください。
（「従業員が不足している」と回答した企業）

・「従業員が不足」と回答した企業の採用の活動状況は、「採用活動を行うが応募者が集まらない」が４９％と最も
多くなりました。

・業種別でみると、 「採用活動を行うが応募者が集まらない」は、 「医療･福祉」で７１％と最も多く、次いで 「宿泊・
飲食業」「運輸業」となっています。「応募者の資質が水準に達していない」は、「情報通信業」が２７％と最も多く、
次いで「製造業」となっています。

・地域別でみると、「採用活動を行うが応募者が集まらない」 は、「東北」「四国」 で６０％と最も多く、次いで「北海
道」「九州・沖縄」となりました。地方での採用活動が困難な状況がうかがえます。

＜全体＞

＜地域別＞＜業種別＞

58

60

43

44

53

45

42

50

60

58

14

14

16

17

17

25

17

15

12

12

8

8

5

5

5

20

20

30

31

22

25

35

28

24

24

5

北海道

（n=66）

東北

（n=98）

北関東

（n=122）

南関東

（n=295）

北陸・甲信越

（n=154）

東海

（n=147）

関西

（n=289）

中国

（n=263）

四国

（n=82）

九州・沖縄

（n=240）

63

55

42

52

71

65

44

41

45

14

12

27

17

9

16

22

17

17

4

9

10

5

17

29

27

22

6

6

26

34

29

6

5

運輸業

（n=83）

建設業

（n=553）

情報通信業

（n=45）

農林漁業

（n=23）

医療・福祉

（n=35）

宿泊・飲食業

（n=31）

製造業

（n=327）

卸・小売業

（n=280）

その他

（n=310）

（％）

（％）
（％）

※北関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県
※南関東：千葉県、東京都、神奈川県
※関西 ：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
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5

12

12

20

11

23

15

5

4

20

26

34

51

13

22

23

21

27

22

19

13

39

30

24

15

5人以下

（n=1,519）

6～10人

（n=765）

11～20人

（n=731）

21人以上

（n=873）
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Ｑ３：「多様な人材の活用」に向けて、取り組んでいることは何ですか。

・「高齢者層の採用・活用」が３２％と最も多くなりました。次いで、 「女性の活用」が２０％となりました。

・業種別でみると、Ｑ２で「応募者が集まらない」との回答が多かった「運輸業」 では「高齢者」の採用・活用が、「医療・
福祉」では「高齢者と女性」の採用・活用が、「宿泊・飲食業」 では 「高齢者と女性」 に加え、「外国人労働者」の採用・
活用が多くなりました。また、「農林漁業」では「高齢者」に次いで「外国人労働者」の採用・活用が多くなりました。

※複数回答
（％）

（n=3,935）

＜全体＞

32 

20 
9 9 8 8 

41 

高齢者層の

採用・活用

女性の活用

（管理職登用等）

外国人労働者の

採用・活用

外部人材

（フリーランス

等）の活用

出産等で退職

した従業員の

再雇用

副業・兼業を

許可

取り組んで

いるものは

ない

42

35

21

37

44

35

37

26

26

運輸業（n=137）

建設業（n=899）

情報通信業（n=84）

農林漁業（n=49）

医療・福祉（n=90）

宿泊・飲食業（n=77）

製造業（n=810）

卸・小売業（n=873）

その他（n=857）

＜業種別＞

31

1921

29

取り組んでいる

今後取り組む予定

取り組んでいない

（今後も予定なし）

取り組む必要がない

（過度な残業はない）

＜全体＞ （％）
（n=3,970）

Ｑ４：「多様な人材の活用」に向けて、「労働時間の短縮」に取り組んでいますか。

・「労働時間の短縮に取り組んでいる」が３１％と最も多くなりました。

・従業員規模別でみると、規模が大きいほど、「取り組んでいる」が多くなっています。

＜従業員規模別＞ （％）

高齢者層の採用・活用 女性の活用 外国人労働者の採用・活用

18

13

21

16

44

29

21

19

23

6

※複数回答
（％）

※Ｑ２で「応募者が集まらない」との回答が多かった３業種に網掛け
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39

28 27 27

22 21
20

18 16
14

32

37

16
14 15

21

13 14

18

5

39

25
23

19
20 20

17 16 17

11

41

25 26

30

25

21 22 20

15
12

41

26

37 38

25
23 23

19

16

24

業務プロセス・

役割分担の

見直し

勤務時間の

柔軟化

（短時間勤務等）

残業時間の

上限・目標設定

有給休暇の

取得促進

業務の標準化・

マニュアル化

早帰り・

ノー残業日の

設定

ＩＴの活用 従業員の能力

向上機会の充実

外部委託の

活用

残業の

事前申請化

Ｈ30.10(n=1,207) 5人以下(n=302) 6～10人(n=205) 11～20人(n=245) 21人以上(n=440)
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Ｑ５：「労働時間の短縮」に向け、実施している取組みは何ですか。（「労働時間の短縮に取り組んでいる」と回答した企業）

・「業務プロセス・役割分担の見直し」が３９％と最も多くなりました。
・従業員規模別でみると、「5人以下」では「勤務時間の柔軟化」が３７％と最も多くなりました。一方で、「21人以上」で
は、「残業時間の上限・目標設定」「有給休暇の取得促進」が多くなりました。

＜従業員規模別＞ ※複数回答
（％）

Ｑ６：「労働時間の短縮」に取り組むうえでの課題は何ですか。

・「業務の繁閑が激しい、突発的な業務が生じる」が３９％と最も多く、次いで「業務量が多い」が２５％となりました。

・ 「業務の繁閑が激しい、突発的な業務が生じる」を業種別でみると、「情報通信業」が５２％、「建設業」が４８％と他の
業種に比べ多くなっています。｢業務量が多い」では、「医療・福祉」が４０％、「農林漁業」が３５％と多くなっています。

＜全体＞ ※複数回答（３つまで）
（％）

（n=3,650）39 

25 
18 

16 
12 11 7 

5

24

業務の繁閑が

激しい、

突発的な

業務が生じる

業務量が

多い

従業員の

能力・技術不足

で時間かかる

取引先の

理解を

得られない

業務プロセスが

複雑・高度で

効率化が困難

従業員が残業

手当を含めた

収入を期待

コスト負担で

外部委託や

ＩＴ化が困難

長時間労働が

評価される

風土がある

課題はない

28

31

29

35

40

30

25

21

21

41

48

52

39

34

39

37

32

38

運輸業（n=128）

建設業（n=851）

情報通信業（n=77）

農林漁業（n=46）

医療・福祉（n=85）

宿泊・飲食業（n=71）

製造業（n=761）

卸・小売業（n=800）

その他（n=779）

＜業種別＞ 業務の繁閑が激しい、
突発的な業務が生じる

業務量が多い

7

※複数回答（３つまで）
（％）
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Ｑ７：「育児・介護・病気治療と仕事の両立支援」に取り組んでいますか。

・「育児」「介護」「病気治療」のいずれかに「取り組んでいる」が３６％となりました。

・「取り組んでいる支援」は「育児」「病気・治療」「介護」の順に多くなりました。

※複数回答
（％）

Ｑ８：「育児・介護・病気治療と仕事の両立支援」に向け、実施している取組みは何ですか。

・「勤務時間の柔軟化」が７６％と最も多くなりました。

・従業員規模別でみると、 「5人以下」では「勤務時間の柔軟化」「子連れでの出勤を許可」が他の規模に比べ多くなり
ました。「21人以上」では「有給休暇の取得促進」が他の規模に比べ多くなりました。

Ｑ９：働き方改革に取り組むことで期待する効果は何ですか。

・「従業員の満足度・モチベーション向上」が５５％と最も多く、次いで「人材の確保」「従業員の心身の健康」となっています。

30

28

22

育児

（n=3,836）

病気・治療

（n=3,856）

介護

（n=3,854）

（％）

14 8 14 64（n=4,234）

３つとも取り組んでいる ２つ取り組んでいる １つ取り組んでいる いずれも取り組んでいない
＜全体＞

＜取り組んでいる支援＞ （％）

76

47

15 11 11
8 6

84

29 11 6

16
11

4

70

41
18

7 12 7 7

73

51

13 12 12
5 8

76

60

17 15
5 7 6

勤務時間の柔軟化

（短時間勤務等）

有給休暇の

取得促進

従業員の相互理解

・意識醸成の

研修等

業務の標準化・

多能工化の推進

子連れでの

出勤を許可

在宅勤務・

テレワークの推進

育児・介護・

病気治療の

費用の補助

全体(n=1,512) 5人以下(n=392) 6～10人(n=287) 11～20人(n=315) 21人以上(n=502)

＜従業員規模別＞

55 51 48

26
11 9 9

従業員の満足度・

モチベーション向上

人材の確保

（採用・定着）

従業員の

心身の健康

業務効率化・

コスト削減

コンプライアンス

への対応

企業イメージの

向上

事業拡大・

新事業の創出

※複数回答（３つまで）
（％）

（n=3,583）

8

36

＜全体＞
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（pt）

【参考：DIの推移】

※ＤＩとは、Diffusion Index（ディフュージョン・インデックス）の略で、好転（増加・上昇・過剰）したとする回答割合から、悪化
（減少・低下・不足）したとする回答割合を差し引いた値です。好転と悪化の割合が等しい場合、0となります。

ＤＩ ＝ （増加・好転・過剰などの回答割合） － （減少・悪化・不足などの回答割合）

北海道 東北 北関東 南関東 北陸・甲信越

5月 6月 7月 8月 9月 10月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

業況 5.3 3.9 7.5 7.9 ▲0.7 11.0 ▲4.4 ▲1.8 ▲5.2 ▲2.3 ▲1.4 ▲0.5 2.0 1.5 0.6 2.2 ▲0.4 ▲ 1.5 ▲0.1 ▲1.4 ▲1.5 ▲2.8 ▲1.1 ▲0.8 ▲4.8 ▲2.1 ▲1.3 ▲4.3 ▲2.7 ▲6.8

地域内
業況

▲6.7 ▲12.0 ▲1.3 3.0 ▲10.6 ▲2.8 ▲15.6 ▲12.3 ▲14.2 ▲13.8 ▲12.3 ▲8.7 ▲17.1 ▲15.6 ▲14.8 ▲16.7 ▲21.1 ▲21.4 ▲10.4 ▲16.0 ▲10.5 ▲15.2 ▲12.6 ▲11.7 ▲13.7 ▲15.6 ▲12.7 ▲13.0 ▲10.2 ▲8.7

従業員 ▲48.6 ▲45.7 ▲40.4 ▲39.8 ▲49.0 ▲43.8 ▲41.2 ▲38.6 ▲35.3 ▲37.9 ▲41.4 ▲43.5 ▲42.0 ▲45.7 ▲48.6 ▲43.1 ▲43.1 ▲42.8 ▲37.6 ▲40.1 ▲36.1 ▲37.8 ▲35.0 ▲37.4 ▲49.1 ▲50.4 ▲50.6 ▲53.9 ▲49.4 ▲54.6

東海 関西 中国 四国 九州・沖縄

5月 6月 7月 8月 9月 10月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

業況 5.3 0.0 3.4 5.5 5.6 7.8 3.4 3.8 3.6 ▲1.1 ▲1.9 1.5 ▲1.3 ▲5.1 ▲6.6 ▲6.1 ▲7.3 ▲2.1 0.0 ▲11.4 0.9 ▲7.1 ▲3.6 ▲8.8 1.8 0.0 0.0 1.2 0.7 ▲6.5

地域内
業況

▲2.6 ▲7.0 ▲6.5 ▲3.8 ▲0.3 1.6 ▲11.6 ▲11.2 ▲11.4 ▲10.3 ▲14.4 ▲9.4 ▲9.8 ▲11.9 ▲12.2 ▲10.8 ▲10.9 ▲10.8 ▲14.4 ▲13.5 ▲13.0 ▲14.6 ▲8.6 ▲13.0 ▲9.5 ▲7.4 ▲7.2 ▲8.1 ▲5.1 ▲9.6

従業員 ▲42.0 ▲40.9 ▲42.3 ▲40.3 ▲43.4 ▲45.1 ▲34.8 ▲40.9 ▲39.2 ▲37.1 ▲41.2 ▲42.1 ▲43.0 ▲46.8 ▲45.7 ▲46.9 ▲42.7 ▲45.0 ▲38.3 ▲36.0 ▲38.2 ▲38.7 ▲43.4 ▲47.9 ▲41.0 ▲41.3 ▲44.7 ▲41.3 ▲45.0 ▲42.4

本社（大阪） 〒550-0002 大阪市西区江戸堀1丁目2番1号
電話 06-6447-6111（代表）

（東京） 〒103-6031 東京都中央区日本橋2丁目7番1号
電話 03-3272-6777（代表）
https://www.daido-life.co.jp/

製造業 建設業 卸・小売業 サービス業

5月 6月 7月 8月 9月 10月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

業況 5.9 0.5 2.2 ▲ 0.2 1.8 2.1 6.5 6.2 9.3 9.9 9.4 10.2 ▲10.7 ▲11.7 ▲ 14.1 ▲ 13.0 ▲ 14.4 ▲ 14.4 2.6 1.5 0.5 ▲ 0.5 ▲ 3.0 ▲ 1.0

従業員 ▲37.5 ▲37.5 ▲ 38.8 ▲ 38.1 ▲ 39.6 ▲ 38.2 ▲53.1 ▲60.0 ▲ 57.3 ▲ 56.8 ▲ 59.3 ▲ 62.2 ▲31.5 ▲30.5 ▲ 30.8 ▲ 28.2 ▲ 29.1 ▲ 31.7 ▲40.2 ▲42.2 ▲ 41.7 ▲ 42.4 ▲ 40.3 ▲ 40.9

（pt）

＜全体＞

＜業種別（直近6ヵ月）＞

（pt）＜地域別（直近6ヵ月）＞

© Daido Life Insurance Company 2018

5人以下 6～20人 21人以上

5月 6月 7月 8月 9月 10月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

業況 ▲9.6 ▲10.2 ▲ 10.1 ▲ 11.4 ▲ 10.7 ▲ 10.8 6.0 2.8 4.4 3.8 1.4 1.4 11.2 10.3 8.8 9.1 9.6 10.9

従業員 ▲32.8 ▲33.7 ▲ 34.5 ▲ 32.4 ▲ 32.9 ▲ 32.8 ▲42.1 ▲46.4 ▲ 42.9 ▲ 44.3 ▲ 44.3 ▲ 45.7 ▲53.1 ▲52.3 ▲ 54.3 ▲ 52.6 ▲ 54.6 ▲ 57.2

（pt）＜従業員規模別（直近6ヵ月）＞

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

業況 ▲7.0 ▲7.5 ▲6.6 ▲7.2 ▲9.1 ▲10.6 ▲10.5 ▲11.1 ▲12.1 ▲9.2 ▲9.5 ▲8.5 ▲8.6 ▲6.9 ▲5.1 ▲5.7 ▲4.7 ▲4.5 ▲3.7 ▲4.5 ▲4.1 ▲4.4 ▲4.1 ▲4.3 ▲1.6 ▲1.5 0.2

将来 5.4 5.8 4.7 4.4 1.5 1.4 0.5 2.1 2.5 3.7 3.9 5.1 4.7 6.4 7.6 7.7 8.6 7.2 6.1 6.7 6.5 6.0 6.4 5.4 6.2 6.4 8.0

従業員 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － ▲35.9 ▲34.0 ▲33.9 ▲35.8 ▲36.2 ▲36.7

Ｈ30

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

業況 0.4 0.5 ▲0.3 1.1 0.9 ▲0.8 ▲ 0.4 ▲ 1.1 ▲ 1.5 ▲ 1.0

将来 7.9 8 9 10 10.2 9.3 8.5 6.6 6.7 5.9

従業員 ▲38.2 ▲37.3 ▲41.8 ▲43.0 ▲40.6 ▲42.7 ▲42.0 ▲41.4▲ 42.1 ▲ 43.2
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